
事業者に対する主な支援策

緊急事態宣言適用地域（～３/21）

★一時支援金
上限６０万円（中小法人等）
上限３０万円（個人事業者等）
※２０２１年１～３月の売上減少が対象

★協力金（飲食店等時短要請）
１日最大６万円×日数（～３/２１）

まん延防止等重点措置適用地域（4/5～5/5）

★協力金（飲食店等時短要請）
１日最大２０万円（大企業）
１日最大１０万円（中小企業）

その他

★協力金（飲食店等時短要請）
１日最大４万円×日数（３/２２～４/２１）

★持続化給付金（～２/１５締切）

★家賃支援給付金（～２/１５締切）

出典：経済産業省「一時支援金の概要」、内閣府地方創生推進室「地方創生臨時交付金における「協力要請推進枠」」、
新型コロナウイルス感染症対策本部（第59回）「新型コロナウイルス感染症の影響に対する経済支援策の全体像」より倉林明子事務所作成
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